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放射性物質で汚染されたオフサイト飛灰に対して、洗浄で放射性 Cs を溶出させ、吸着材で吸着して、安定

化材で安定化する減量化プロセスについて、条件を変えてマスバランス計算を実施し、比較・検討した。 
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1. 緒言 

放射性物質で汚染された焼却残渣に対して熱的溶融処理が行われているが、発生した飛灰の放射能濃度は

数十万 Bq/kg と高く、処理方法は未定である。対策の一つとして飛灰を洗浄して減量化するプロセスがあり、

現在実証試験が進められているが、特に吸着材の選定と安定化の方法が課題となっている。そこで、これら

に関する運転パラメータを変化させてマスバランス計算し、その影響を比較・検討した。 

2. ケースの設定 

前報[1]と同じく、洗浄試験結果をもとに、吸着材をフェロシアン化物として、使用後にセメント固化すると

想定した場合を CASE I-1（基準、運転パラメータ αと βは下図参照）とした。これに対し、吸着処理比

αaの小さい吸着材（ケイチタン酸塩など）を使用した場合を想定した CASE I-2（αa =10,000→2,500）、安定

化でより多くの安定化材が必要となった場合を想定した CASE I-3（αi =2→4）を設定した。また、比較

のために、飛灰を洗浄せずにそのまま固型化した場合を CASE II（固型化材比 αh =1）とした。 

 

3. マスバランス計算結果 

上記 4 CASE のマスバランス計算結果を右図に示す。

これより最終処分の対象となる安定化体は、CASE I-1 で

は 70 t（1 億 8000 万 Bq/kg）であったが、CASE I-2 では

280 t（4600 万 Bq/kg）、CASE I-3 では 120 t（1 億 1000 万

Bq/kg）に増加した。一方、飛灰を洗浄せずにそのまま固

型化した CASE II では 6.0 万 t（22 万 Bq/kg）であった。 

4. 結論 

最終処分の対象となる安定化体の質量は、飛灰を洗浄して減量化処理すると 70 t から 280 t となり、飛灰を

そのまま固型化した場合に比べて 1/220 から 1/860 となり、十分な効果があると試算された。 
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